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                    主        文
１　被告Ｃは，臼杵市に対し，金４８万１０００円及びこれに対する平成１３年４
月１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
２　被告Ｄは，臼杵市に対し，金１８万８５００円及びこれに対する平成１３年４
月１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
３　原告らのその余の請求を棄却する。
４　訴訟費用はこれを１０分し，その７を原告らの負担とし，その余は被告Ｃ及び
同Ｄの負担とする。
　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　請求
１　被告Ｃは，臼杵市に対し，金８９万５３００円及びこれに対する訴状送達の日
の翌日（平成１３年４月１日）から支払済みまで年５分の割合による金員を支払
え。
２　被告Ｄ及び同Ｅは，臼杵市に対し，連帯して金１２４万２７００円及びこれに
対する訴状送達の日の翌日（被告両名について平成１３年４月１日）から支払済み
まで年５分の割合による金員を支払え。
３　訴訟費用は被告らの負担とする。
４　仮執行宣言
第２　事案の概要
　本件は，臼杵市の住民である原告らが，臼杵市が市制５０周年記念事業の一環と
して同市の友好都市である中華人民共和国（以下「中国」という。）甘粛省敦煌市
を親善訪問する訪問団（以下「本件訪問団」という。）に，臼杵市長，同市議会議
長，同市議会議員５名及び同市職員３名（以下，これら１０名の公務員を「本件公
式訪問団員ら」という。）が参加して，敦煌市，西安市，桂林市，昆明市を訪問し
たことについて，その旅費等の支出が違法であると主張して，地方自治法（平成１
４年法律第４号による改正前のもの）２４２条の２第１項４号に基づき，臼杵市に
代位して，①臼杵市長である被告Ｃ及び同市議会事務局長であった被告Ｅについて
は，同号前段所定の「当該職員」に該当するとして，被告Ｃに対して，本件公式訪
問団員ら中市長部局関係者に対し支出された旅費等及び土産品代相当額の損害賠償
金を，被告Ｅに対し，本件公式訪問団員ら中議会関係者に対し支出された旅費等相
当額の損害賠償金を，②同市議会議長である被告Ｄに対して，同号後段所定の「怠
る事実に係る相手方」に該当するとして，本件公式訪問団員ら中議会関係者に対し
支出された旅費等相当額の損害賠償金（被告Ｃ及び同Ｄに対しては，
上記損害賠償と選択的に，同号後段所定の「当該行為に係る相手方」に該当すると
して，同被告らが支給を受けた旅費等相当の損害賠償金又は不当利得金）及びこれ
に対する遅延損害金の支払を求めた事案である。
１　争いのない事実等（末尾掲記の証拠によって容易に認定することができる事実
を含む。）
(1)  当事者
ア　原告らは臼杵市の住民である。
イ　被告Ｃは，臼杵市長であり，同市市長部局職員２名に対する本来的旅行命令権
者であり，かつ本件公式訪問団員らに対する旅費等及び土産品代の本来的支出権者
である（弁論の全趣旨）。
ウ　被告Ｄは，臼杵市議会議長であり，議会事務局職員の旅行命令権者である。
エ　被告Ｅは，臼杵市議会事務局長であり，臼杵市議会議員及び議会事務局職員の
旅費等及び土産品代の専決による支出権者である（甲５の１６，弁論の全趣旨）。
(2)　本件公式訪問団員らの本件訪問団参加
ア　被告Ｃは，本件訪問団を結成して自ら団長となり，被告Ｄに副団長を委嘱し
た。
　　本件訪問団には，市長部局からは，臼杵市長である被告Ｃが，自ら団長となっ
て参加したほか，同被告の随行員として総務部企画財政課主任Ｆ及び市民部健康課
主事Ｇが参加し，臼杵市議会からは，同市議会議長であり，被告Ｃから委嘱されて
副団長となった被告Ｄのほか，同市議会議員５名（Ｈ，Ｉ，Ｊ，Ｋ，Ｌ。以下，被
告Ｄを含む議員ら６名を併せて「本件議員ら」という。）が参加し，また，同市議



会事務局主任Ｍが随行員として参加した（以下，以上１０名の本件訪問団参加によ
る出張を「本件出張」という。）ほか，「臼杵市民の翼」との名称で広く臼杵市民
に参加が呼びかけられ，総勢１７２名が参加した（丙１２，１３，弁論の全趣
旨）。
イ　本件出張の概要
　　本件出張の概要は，以下のとおりであった（甲４の２及び３，甲５の２，丙２
６，２８，弁論の全趣旨）。
(ア)　平成１２年９月２７日（以下，年が略されている場合は，平成１２年のこと
である。）
　　午前６時１５分，臼杵市役所駐車場において結団式。
　　午前１０時３０分，大分空港発の航空機（チャーター便）で西安へ。更に航空
機（チャーター便）で敦煌市へ。
　　午後７時３０分から，敦煌市主催の歓迎・交流会に出席。
(イ)　９月２８日
　　午前７時３０分，Ｇを除く本件公式訪問団員らによる敦煌市人民政府表敬訪
問。Ｇは，ホテル待機。
　　その後，一同で，莫高窟等敦煌市内を視察。
　　午後５時３０分から，訪問団主催の答礼夕食会に出席。
　　夕食会終了後，鳴沙山，月牙泉視察。
(ウ)　９月２９日
　　本件訪問団参加者のうち，被告Ｃを除く本件公式訪問団員ら及び一般市民は，
敦煌空港から航空機で西安へ移動し，西安市内観光。
　　被告Ｃは，敦煌市に残り，午前８時４０分，敦煌駅において，「日蘭友好４０
０周年記念使節団（日蘭大陸横断レールクルーズ）」（以下「レールクルーズ」と
いう。）の歓迎行事に出席。被告Ｃが，オランダの代表に，黒島に設置された「出
会いの図」のレプリカ１点を記念に贈呈し，臼杵市が敦煌市と友好都市締結をして
いること，石仏と敦煌遺跡がその縁を結んだものであることを伝えた。その後，敦
煌市内の魔鬼城を視察し，敦煌泊。
(エ)　９月３０日
　　本件訪問団参加者のうち，被告Ｃを除く本件公式訪問団員ら及び一般市民は，
西安市内観光の後，夕方，航空機で西安から桂林へ。
　　被告Ｃは，午前１０時３０分，敦煌発の航空機で西安へ向かい，西安で他の訪
問団員と合流して，桂林へ移動。
(オ)　１０月１日
　　終日桂林市内視察。七星公園の見学，漓江下りの船に乗船等。
(カ)　１０月２日
　　午前１１時ころ，桂林発の航空機で昆明へ移動。
　　午後，世界園芸博覧園（以下「博覧園」という。）視察。
　　その後，龍門，華亭寺等視察。
(キ)　１０月３日
　　昆明市内視察。Ｆ，Ｇ，Ｍは，本件訪問団の日程であった終日のフリータイム
に参加。被告Ｃ及び本件議員らは，希望者に対するオプショナルツアーとして選択
し得た，昆明博物館，石林コースに参加。
　　午後６時，さよならパーティー。
(ク)　１０月４日
　　午前１１時，昆明発の航空機（チャーター便）で大分空港へ。
　　午後６時３０分，臼杵市役所において解団式後，解散。
(3)　公金の支出
    本件出張に関して，市長部局関係では，日当，ツアー料金，旅行雑費，支度料
（以下，これらを併せて単に「旅費日当」という。）として，被告Ｃに合計３０万
０９００円，Ｆに合計２９万１８００円，Ｇに合計２８万７６００円が支出された
（以下，これらの支出合計８８万０３００円を「本件支出(1)」という。）。また，
市議会関係では，本件出張に関して，旅費日当として，被告Ｄに合計３０万０９０
０円，同被告以外の本件議員らの各人にそれぞれ１３万円，Ｍに２９万１８００円
が支出されたほか，土産品代として１万５０００円が支出された（以下，これらの
支出合計１２５万７７００円を「本件支出(2)」と，上記土産品代を「本件土産品
代」といい，本件支出(1)及び(2)を併せて「本件支出」という。）。
　　そして，本件支出(1)に関する支出命令は総務課長が，本件支出(2)に関する支



出命令は被告Ｅが，それぞれ専決により行った。また，Ｆに対する旅行命令は企画
財政課長が，Ｇに対する旅行命令は健康課長が，それぞれ専決により行い，Ｍに対
する旅行命令は，前記(1)ウ認定のとおり，被告Ｄが行った（甲３の１，４及び７，
甲５の４，６，７，１０及び１６，丙３４及び４０，弁論の全趣旨）。
(4)　監査請求
　　原告らは，平成１２年１２月２６日，臼杵市監査委員に対し，本件支出につい
て地方自治法２４２条１項に基づく監査請求をしたところ，同監査委員は，平成１
３年２月１９日，同請求を理由のないものと認めて棄却した。
２　争点
　　本件の争点は，①本件支出が，地方自治法２条１４項，地方財政法４条１項に
違反するか（本件支出の必要最少限度性），②随行職員（Ｆ，Ｇ及びＭ）及び本件
土産品代への本件支出の適法性，③被告らの責任である。
(1)　本件支出の必要最少限度性について
（原告らの主張）
  本件支出については，地方自治法２条１４項，地方財政法４条１項が求める必要
最少限度性の要件を満たしているか否かを厳密に検討しなくてはならないところ，
以下のとおり，本件出張には公務性・必要性が認められないので，本件支出は必要
最少限度性に違反する。
ア  現在の国際交流の在り方
  　現在では，一般的に国際交流の重点が住民間の国際理解推進から実のある国際
協力事業に移っていること，臼杵市の財政状況が極めて悪化していることからも，
中身の伴わない単なるセレモニーだけの海外訪問を行うことは，全く不合理かつ不
相当である。
　　「市民の翼」が，過去，平成７年，平成１１年に行われているとしても，この
間に上記のように国際交流に関する認識が変化しているにもかかわらず，何ら内容
的な見直しがされることなく，従前と同様のレセプションと観光のみの訪問が行わ
れた本件訪問団は問題である。
イ　本件出張について
(ア)  本件訪問団においては，旅程の９割を観光地の見学が占めており，旅程自体
は，「三峡下りコース」や「シルクロードコース」を設ける等して，一般観光客の
関心に配慮した内容になっている。また，本件訪問団の募集広告裏面には，９月２
９日以降の日程について，「西安市内観光」，「桂林市内観光」，「昆明フリータ
イム」と記載されており，本件出張の実態が観光にすぎなかったことを現してい
る。また，本件訪問団の日程中，被告Ｃは，同月２７日及び２８日以外は私服を着
ており，同月２８日夜の答礼夕食会の席では，「団長はこれまでです。これからは
一般の旅行者と一緒になります。」と挨拶をしたというのであり，同月２９日以降
は公務とはいえないことを自認していたというべきである。しかも，同被告は，同
月２９日以降は，団長として訪問先で挨拶するという行為もしていない。
　  これらの事実に鑑みれば，本件訪問団は，観光自体が主体をなした旅行という
べきであり，敦煌市親善訪問という目的から見て，必要性・不可欠性を有するもの
とは認められない。
　　なお，被告らは，市民帯同の訪問においてなるべく多くの参加者を得るために
旅程が魅力的でなくてはならないと主張するが，このことは，参加した公務員につ
いて公務性を認めうる根拠とはならない。
(イ)　友好都市間の国際交流が国際協力として根付くためには，具体的な協議・交
渉の場を設定することが必要であるところ，本件出張における公的な行事は，歓迎
夕食会と短時間の人民政府表敬訪問，答礼夕食会という単なるセレモニーのみであ
り，敦煌市幹部との具体的な協議・交渉は全くなく，敦煌市民との交流行事も設定
されておらず，後は莫高窟や鳴沙山，月牙泉等の観光のみである。そして，これら
の行事について，そのほとんどが一般募集の市民と行動を共にしていることからし
ても，全体としてみれば，観光旅行に過ぎない。
(ウ)　被告Ｃのレールクルーズ歓迎行事への出席について
　　レールクルーズは，後に日本を訪問する予定のものであり，また，レールクル
ーズは，臼杵市を終着点とするように働きかけたが実現しなかったというのである
から，これをわざわざ敦煌市において出迎える必要性はない。
　　また，レールクルーズ歓迎は，単なるセレモニーに終わり，何ら具体的な国際
協力の内実を有していないことからして，「国際交流」の目的に必要最小限度性を
有するものとは認められない。



(エ)　西安市以降の旅程について
　　仮に友好都市である敦煌市との国際交流が必要だとしても，敦煌市から遠く離
れた西安や桂林を訪問して観光することについては公務性は認められない。
(オ)  被告Ｃについては，出張用務が「敦煌市親善訪問臼杵市民の翼参加」とされ
ているのだから，他都市の視察は出張用務に含まれていないというべきである。
(カ)　議員については，少なくとも視察研修旅行が公務であるといえるためには，
下記の要件を充足する必要があると解すべきである。
ⅰ　当該地方公共団体の抱える政策課題についての見聞を広めることを目的として
日程，訪問地が選定されていること
ⅱ　上記目的に沿って訪問調査が実施されていること
ⅲ　訪問先で中身のある説明や質疑応答がなされていること
ⅳ　訪問調査が行程の主要な部分を占めていること（必ずしも時間的多寡の問題で
はない）
ⅴ　旅行の費用が目的・効果との関係で著しく高額ではないこと
　　しかるに，本件出張が上記ⅲないしⅴの要件を欠いていることは明らかであ
り，このような観光一色の訪問で，主体的に調査を行うでもなく，復命書も随行し
た議会職員が作成したものに連名で署名をするといった程度の旅行に対し，高額の
旅費を支出することは違法である。
(キ)　仮に敦煌市訪問についてのみ公務性を認めた場合の旅費について
　　現に，本件出張について支出が生じている以上，旅程の一部だけに公務性が認
められる場合には，日数の割合に応じて，公務性が認められない部分についての旅
費を返還させるべきである。
（被告ら及び訴訟参加人の主張。以下，単に「被告らの主張」という。）
　  本件出張には，以下のとおり，合理的な必要性があり，出張の内容及び日程に
ついても合理性があるので，本件支出は地方自治法２条１４項，地方財政法４条１
項に違反しない。
ア  臼杵市における国際交流の推進
　　臼杵市は，臼杵市総合計画基本計画において，国際交流についての基本方針を
策定し，積極的に国際交流を推進している。国際化時代にあっては，地域が主体性
をもった交流活動の推進が必要となっており，臼杵市においても同様である。臼杵
市においては，友好都市等をはじめ外国都市との多面的な国際交流を通じて，市民
の国際感覚を高め，２１世紀を展望した気宇壮大な市民性を養うものとしており，
スリランカ民主社会主義国キャンディ市等，臼杵市と歴史的に深い縁があるか，共
通する文化を有する都市又は国の中から慎重に友好都市又はそれに準ずる都市を選
んで交流を行っている。
　　また，臼杵市では，姉妹都市又は友好都市締結をしている都市の親善訪問又は
友好的関係を発展させるための親善訪問について，市長を団長，議長を副団長に編
成し，参加した市民の一人一人が国際交流員となる，市民を中心とした「市民の
翼」方式の訪問団による交流を図っている。
　　原告らは，必要最小限度性の判断基準として，政策課題の遂行，政策課題との
関連性を主張するが，国際交流の根本となるものは相互理解であって，その内容
は，政策課題に関するものに限られない。
　　また，原告らが主張するように国際協力は重要であるが，だからといって，住
民の国際理解の推進が不要となるものではない。
イ　臼杵市と敦煌市との従前の交流
    臼杵市と敦煌市は，それぞれ臼杵石仏，莫高窟という石造文化を有していると
いう共通性があり，平成４年１１月，敦煌市委員会書記外４名が臼杵市を訪れ，臼
杵市に対し，友好都市締結の要請をした。平成５年９月，臼杵市長を団長とした親
善訪問団２８名が敦煌市を訪問し，同月２８日，「日本国大分県臼杵市と中華人民
共和国敦煌市との友好都市の合意書」を締結し，平成６年３月には，臼杵石仏落成
法要に，敦煌市副市長外２名が臼杵市を訪れ，同月３０日，「日本国臼杵市と中華
人民共和国敦煌市との友好協力提携協定書」を締結し，同年９月２７日，臼杵市に
おいて，「日本国臼杵市と中華人民共和国敦煌市との友好都市提携協定書」の調印
を行った。
　　この友好都市締結を受けて，平成７年１０月，大分県知事を名誉団長，臼杵市
長を団長，同市議会議長を副団長として，２２０名の「市民の翼」方式の親善訪問
団が敦煌市を訪問し，友好都市締結訪問記念之碑を建立し，平成１０年８月には，
臼杵市長を団長，同市議会議長を副団長として，８４名の臼杵市民が参加した「市



民の翼」方式の親善訪問団が敦煌市を訪問した。敦煌市側からは，平成８年４月か
ら１年間，敦煌市人民政府員１名が臼杵市において友好親善活動を行った他，同年
１０月に，敦煌市副市長外４０名が，平成１１年１２月には，敦煌市人民対外文化
交流協会会長外８名が，平成１２年８月２６日には，臼杵市制５０周年記念式典
に，敦煌市対外文化交流協会副会長が，それぞれ臼杵市を訪れた。
ウ　本件訪問団の企画
(ア)　敦煌市から「多くの市民の参加を得て訪問されたい」との招へいを請けて，
本件訪問団は，臼杵市制５０周年に当たり，臼杵市政５０周年記念事業の一環とし
て，市民参加の親善訪問団を募り，市民レベルでの交流を通じて，友好都市である
臼杵市と敦煌市との友好，親善を一層促進することを目的としたものである。
　　ただ，中国の国情から，訪問団を臼杵市の公式訪問団として敦煌市に受け入れ
てもらうためには，行政・議会など公的関係者の同行が求められたため，臼杵市長
である被告Ｃを団長とし，臼杵市議会を代表する立場として市議会議長である被告
Ｄを副団長とすることとした。
(イ)  敦煌市との国際交流に関しては，従来から，市民を主体とした交流との考え
から，旅程等について臼杵市敦煌市友好協会（いわゆる敦煌会。以下「敦煌会」と
いう。）を主体として取り組んでおり，本件訪問団も，敦煌会を中心に，臼杵市と
旅行会社である株式会社トラベル大分（以下「トラベル大分」という。）との協議
により旅程を検討した。
　　旅程検討の際には，過去２回の訪問団が訪れた都市は極力省くこと，市民帯同
の訪問であるから，なるべく多くの参加者を得るために，市民に魅力ある旅程であ
ること，限られた日程を有効に活用できること，臼杵市の観光行政に反映できる都
市であることを前提に検討がなされた。
(ウ)　西安市は，日本から敦煌市の中継都市で，中国の入国手続，税関検査の必
要，及び唐の都長安であり日本と関係が深いことから，過去２回の訪問団も訪れて
おり，本件訪問団も訪れることとなった。
　　桂林市は，中国の代表的な観光都市で，歴史と文化と自然を有効に活用した観
光スポットは，臼杵市が目指す「まちづくり」のコンセプトと共鳴する部分も多く
有しており，今後の方向性を模索する上で参考になるとの理由から，選定された。
　　昆明市は，歴史的遺物，自然風光，民族風俗をうまく活用し，近年注目を集め
ている観光都市であること，及び日本に帰国するための出国手続とチャーター便の
関係から，選定された。
(エ)　このほか，被告Ｃは，敦煌市において，レールクルーズ歓迎行事に出席する
こととなった。
　　西暦２０００年は，西暦１６００年に臼杵市佐志生の海岸にオランダ船デ・リ
ーフデが漂着したことを契機に日本とオランダとの交流が始まった４００周年に当
たり，２１世紀に向けて両国の更なる発展・飛躍を図るため，両国政府の要請によ
り，「交流４００周年記念事業実行委員会」が設立され，数多くの公式記念事業が
行われた。臼杵市においても，平成１２年４月１９日に日蘭両国の皇太子臨席のも
と，記念式典が実施された。
　　レールクルーズは，上記日蘭交流４００周年記念事業の公式行事の一つであ
り，臼杵市は，事前にロッテルダム発臼杵行きの「チューリップエキスプレス」に
するよう働きかけていたが実現しなかったため，被告Ｃは，使節団１００人（オラ
ンダ側４３人，日本側５７人）を敦煌駅において出迎え，歓迎式典において，黒島
に設置した「出会いの図」レプリカをオランダ側参加者代表に贈呈するなどして歓
迎の意を表し，オランダとの交流・親善の促進を図ったものである。
(オ)　なお，大分県出納長が名誉団長として本件訪問団に参加することとなり，大
分県より昆明市の世界園芸博覧会跡地見学の要望が出されたため，これも加味し
た。
エ　訪問団の募集
　　本件訪問団の募集は，臼杵市役所企画財政課，敦煌会及びトラベル大分の共同
で行われた。
オ　議員の派遣手続
　　平成１２年８月１１日付けで，被告Ｃから臼杵市議会に対し，同市議会議長に
本件訪問団副団長として参加して欲しい旨の要請があり，同月１６日，議会運営委
員会において検討したが，結論が出なかった。そこで，同市議会は，同月１８日，
全員協議会を開催し，被告Ｃの考えを聞き，被告Ｃが，議会からもできるだけ多く
の者が参加するよう要請した。そのため，同市議会では，同日，引き続き議会運営



委員会を開催した結果，
①　今回の訪問は公式訪問とする。
②　旅費は公費を１３万円限度で打ち切り支給する。
③　全日程を公務として参加する。
④　参加は希望者を募る。
　の４点を決定した。
　　この決定を受けて，同年９月２２日の本会議において，「敦煌親善訪問団員の
派遣について」を議題とし，議長と参加希望者５名の計６名を派遣することを賛成
多数で議決した。
　　なお，議員については，毎年，視察旅費を１人当たり１３万円とする予算措置
をして，視察研修のために支出する旅費として計上されているが，上記参加希望者
５名が本件出張を行う旅費はその中から支出することが議決された。
カ　議員派遣の目的
　　国際化が進み，行政需要の拡大や住民ニーズの多様化が一層進展する中，議会
にもそれらに柔軟に対応する能力が求められている。よって，国際的な視野に立っ
て見識を高め，幅広い知識を涵養することが大切であるとの認識の下，本件訪問団
への議員派遣が決定された。
　　また，行政の代表者である市長が本件訪問団団長として参加することを踏ま
え，議会としても，市民レベルでの国際交流を支援し，かつ，本件訪問団を成功さ
せるべく，全面的に協力することを目的とし，議長が議会の代表として訪問団副団
長に就任することが引き受けられた。
キ　西安市以降の旅程について
(ア)　本件旅行日程は全て公務であって，西安市以降の日程も同様である。
(イ)　臼杵市にとって，本件訪問団は，市政の主要な国際交流事業として位置付け
られている。
　　友好都市である敦煌市の訪問を主目的としつつ，その機会に，その他の都市等
を視察，観光することは，相手国の理解により役立つものであり，国際交流の実を
上げるものであり，一度に数か所を訪問することで経済的である。臼杵市総合計画
においても，「姉妹都市をはじめとした外国都市と芸術・文化・歴史を通じての交
流事業を推進する。」とあり，国際交流の実を上げるため，友好都市に限らずあら
ゆる都市と交流することが示されている。
　　本件訪問団が，敦煌市以外に訪問した西安市，桂林市，昆明市は，中国の代表
都市であり，それぞれ，歴史的，文化的に見るべきものがあり，訪問者がその素養
を高めるにふさわしい場所である。
    そして，被告Ｃは，臼杵市の国際交流を推進する立場から，本件訪問団の団長
として参加したのであって，団長としての立場上，臼杵市民らと行動を共にする必
要があった。
(ウ)　また，臼杵市においては，観光開発は極めて重要な将来性のある産業であ
り，観光は市の重要政策である。よって，諸外国を見聞して市の観光開発に生かす
ことは市の政策に寄与するものであり，この点からは，見聞すべきは，友好都市に
限られない。
　　もとより観光が，官のみ，民のみという区別は不可能であり，観光客の多様な
需要に対応する態勢を整備するためには，自ら観光をし，観光する者の立場に立っ
て考えることが有効であるから，友好都市訪問の機会に，出来うる限り参考となる
都市を見学することは，経済的かつ有益であって，臼杵市がリーダーシップをとっ
て市民を観光に導くことは，役に立ちこそすれ，無駄ではない
　　市長及び職員らは，訪問した他の都市の状況を視察し，臼杵市の観光行政に反
映させる目的をも有していた。
(エ)　本件出張の日程を分断して，西安市以降の旅程の公務性が認められないとす
ることは，臼杵市をはじめ他の地方公共団体が取り組んでいる「市民の翼」方式の
国際交流方式を否定するものにほかならず，地方公共団体の行う国際交流，観光行
政に多大な影響を及ぼすものである。　
(オ)　仮に敦煌市訪問についてのみ公務性を認めた場合の旅費について
　　仮に，敦煌市訪問後，被告Ｃ，Ｆ及びＧが本件訪問団を離団して単独で帰国し
たと想定すると，その旅費は，それぞれ別紙１，２，３のとおりとなり，本件出張
の現実の旅費より高くなり，不合理である。
ク　人数等からみた必要最小限度性（訪問の頻度及び規模）について
　　上記のように，敦煌市が臼杵市を訪問したのは，友好都市提携の要請に来た初



回を含めて計６回である。これに対し，臼杵市が敦煌市を訪問したのは，本件訪問
団を含めて４回，ほぼ２年に１度の割合であって，日中友好条約第３条の平等の原
則に照らし，必要最小限度の頻度というべきである。
　　また，敦煌市が臼杵市を訪問した際の人員が，平成６年が９名，平成８年が４
０名，平成１１年が９名であったことを考えれば，本件訪問団において，臼杵市側
から１０名が敦煌市を訪問したことは，やはり平等の原則に照らし必要最小限度の
人数であったというべきである。
(2)  随行職員（Ｆ，Ｇ及びＭ）及び本件土産品代への本件支出の適法性
（原告らの主張）
ア　被告Ｃの出張に公務性が認められない以上，同被告の秘書として随行したＦ及
びＧについても，公務性は認められない。
　　観光は商工振興課，文化財保護は教育委員会文化財課が所管であるところ，Ｆ
及びＧはいずれも観光行政と関係のない部署にあり，職務との関連性を有しない。
　　被告らは，Ｆ及びＧの本件出張は研修目的をも有していたと主張しているが，
研修の場合，支出は総務課の研修旅費からなされるのに対し，本件支出は企画財政
課のふるさとづくり事業費からの支出となっていること，本件出張先でも被告Ｃの
秘書的用務を行っていることから，同人らの出張は研修目的とはいえない。
イ　本件議員らの出張に公務性が認められない以上，本件議員らに随行したＭにつ
いても，公務性は認められない。
ウ　また，本件訪問団はツアーであり，トラベル大分から少なくとも７人の添乗員
が同行しており，敦煌市では同市職員が先導役を務めていたというのであるから，
Ｆ，Ｇ，Ｍという３名もの職員が連絡窓口として同行する必要性は全く認められな
い。
エ　よって，Ｆ，Ｇ及びＭへの本件支出は違法である。
オ　同様の理由から，お土産品持参も必要性が認められないから，本件土産品代の
支出も違法である。
（被告らの主張）
　Ｆ及びＧは，臼杵市長である被告Ｃの秘書用務及び本件訪問団の連絡調整の役割
を担うため本件訪問団に参加した他，研修目的をも有していた。
　本件土産品代も，他国の訪問の際には国際的習慣として行われており，値段も１
万５０００円と高価とはいえない。
(3)　被告らの責任
（原告らの主張）
ア　被告Ｃの責任
(ア)　地方自治法２４２条の２第１項４号前段の責任
　　被告Ｃは，自治体職員の出張旅費に関する裁判例の最近の厳しい傾向の認識を
当然に持っていたものであるから，本件支出(1)及び本件土産品代への支出につい
て，本来的支出権者としての指揮監督上の過失が認められる。
(イ)　同号後段の「当該行為に係る相手方」としての責任
　　被告Ｃは，公務とは認められない出張であることを知り，又は容易に知り得た
のに，旅費請求をして，同被告への本件支出をさせたのであるから，臼杵市に対
し，支出金額相当の損害を与え，私費で旅費を支払うことを免れた現存利益がある
から，不法行為に基づき損害を賠償し，又は不当利得に基づき不当利得金を支払う
義務があるというべきである。
イ　被告Ｄの責任
(ア)　地方自治法２４２条の２第１項４号後段の「怠る事実に係る相手方」として
の責任
　　被告Ｄは，Ｍに対する旅行命令権者であり，また，本件議員らに対しては，被
告Ｃからの参加依頼を受けて，本件訪問団参加の可否について議会に諮って議決を
得た上，自ら本件訪問団の副団長として他の議員らを率いて参加しており，実質的
に旅行命令権者と同様の本質的関与をしている。
　　よって，被告Ｄは，本件土産品代以外の本件支出(2)に関し，故意又は過失によ
って違法な旅行命令等を行ったものであるから，不法行為によって，本件土産品代
以外の本件支出(2)による支出額相当の損害を臼杵市に与えたものといえる。
(イ)　同号後段の「当該行為に係る相手方」としての責任
　　被告Ｄは，公務とは認められない出張であることを知り，又は容易に知り得た
のに，旅費請求をして，同被告への本件支出をさせたのであるから，臼杵市に対
し，支出金額相当の損害を与え，私費で旅費を支払うことを免れた現存利益がある



から，不法行為に基づき損害を賠償し，又は不当利得に基づき不当利得金を支払う
義務があるというべきである。
ウ　被告Ｅの責任（地方自治法２４２条の２第１項４号前段の責任）
　　被告Ｅは，議員の海外出張に対する市民の目が厳しくなっていることの認識を
当然に持っていたものであるから，本件土産品代以外の本件支出(2)の支出命令を行
ったことについて，重過失が認められる。
（被告らの主張）
ア　被告Ｃの責任
(ア)　本件訪問団は，敦煌市から「多くの市民の参加を得て訪問されたい」との招
へいを受けて，市民参加の親善訪問団を募り，市民レベルでの交流を通じて友好都
市である敦煌市との友好・親善を一層促進することを目的として構成された。この
ことは，臼杵市総合計画基本計画後期計画にも合致するものである。
　　また，「市民の翼」方式の訪問団は，本件訪問団以前から，市民参加の国際交
流方式として定着し，大きな成果を得てきており，臼杵市以外の大分県下の市町村
においても，「市民の翼」方式の国際交流に，地方自治体の長，議員が公費をもっ
て参加してきた。
　　このような経緯に鑑みれば，被告Ｃは，本件支出(1)及び本件土産品代への支出
が違法であると認識し得る状況にはなかったものであり，同支出について指揮監督
上の注意義務を怠った過失があるとすることはできない。
(イ)　被告Ｃが支給を受けた旅費日当は，同被告の用途遂行のために費消したもの
であり，現存利益は存しない。
　　また，本件の旅費は，団体扱いのいわゆるパッケージによる旅費であって，こ
れに参加すれば一律・定額の旅費が徴収される仕組みとなっており，これを分割し
て利得があるなどとすることはできない。
イ　被告Ｄの責任
(ア)　被告Ｄは，議会事務局職員の旅行命令権者であり，Ｍに対する旅行命令権は
有していた。
　　しかし，出張命令権の根拠は，一般職員については任命権者の職務命令権であ
るところ，市議会議員は，住民による公選者であるから任命権者は存在せず，市議
会議長は，市議会議員の旅行命令権者ではない。
　　地方議会は，普通地方公共団体の議決機関として，その権能を適切に果たすた
めに必要な限度で広範な権能を有しており，地方議会の活動として合理的な必要性
が認められる事柄については，法令等によって特に禁止されていない限り議会の自
主的な判断に基づいて行うことが出来ると解すべきであるから，議員を海外へ行政
視察に派遣することも，議会の裁量によって行うことができ，これが裁量権の逸脱
又は濫用と認められる場合に限り，違法となると解される。
　　そして，地方公共団体は，議会で実施を決定した海外行政視察の費用を公金か
ら支出するに際しても，原則として議会の自立性を尊重すべきである。
　　本件議員らの本件出張についても，議会の議決に基づき行っており，裁量権の
逸脱又は濫用もないものであるから，問題がない。
(イ)　また，被告Ｄが支給を受けた旅費日当は，同被告の用途遂行のために費消し
たものであり，現存利益は存しない。
　　また，本件の旅費は，団体扱いのいわゆるパッケージによる旅費であって，こ
れに参加すれば一律・定額の旅費が徴収される仕組みとなっており，これを分割し
て利得があるなどとすることはできない。
ウ　被告Ｅの責任
　　被告Ｅは，本件出張当時，本件支出(2)について専決による支出命令権を有して
いたいわゆる予算執行職員であるが，予算執行職員については，地方自治法２４３
条の２第１項後段により，支出命令をするにつき故意又は重大な過失があった場合
に限り損害賠償責任を負うと解すべきである。
　　しかし，被告Ｅは，本件支出(2)の支出命令をしたときに，本件支出(2)が違法
であることについて重大な過失があったとはいえない。
第３　争点に対する判断
１　本件支出の必要最少限度性（争点(1)）について
(1)　地方自治法２条１４項は，「最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなけれ
ばならない。」と，地方財政法４条１項は「地方公共団体の経費は，その目的を達
成するための必要且つ最少の限度をこえて，これを支出してはならない。」と，そ
れぞれ地方公共団体の支出の必要最少限度性について規定しているが，この支出の



必要最少限度性は，地方財政法４条１項において「その目的を達成するため」と規
定されているように，あくまでその行政目的を達成するための支出について要求さ
れるものである。
　　しかして，普通地方公共団体の長は，当該普通地方公共団体を代表する職務を
有する独任制の執行機関として，その権能を適切に果たすために合理的な必要性が
あるときは，自ら，国内又は海外に出張を行うことができ，出張目的や出張先，出
張内容等の決定については，原則的に長の合理的な裁量に委ねられていると解すべ
きであるから，長の行う出張についての必要性や，出張内容の相当性等についての
長の判断は，出張の目的，動機，態様等に照らし，これが著しく妥当性を欠いてい
ると認められる場合に限り，裁量権を逸脱又は濫用したものとして違法となると解
するのが相当である。
　　また，普通地方公共団体の議会は，当該普通地方公共団体の議決機関として，
その権能を適切に果たすために合理的な必要性があるときは，その構成員である議
員を国内又は海外に派遣することができ，派遣目的や派遣先，派遣内容等の決定に
ついては，原則的に議会の合理的な裁量に委ねられていると解すべきであるから，
議員の派遣についての必要性や，派遣内容の相当性等についての議会の判断は，議
員派遣の目的，動機，態様等に照らし，これが著しく妥当性を欠いていると認めら
れる場合に限り，裁量権を逸脱又は濫用したものとして違法となると解するのが相
当である。
　　よって，長の出張や議員の派遣については，決定された目的及び同目的達成の
ために選択された手段に裁量権の逸脱又は濫用がない限り，他の手段を選択したと
したらより少ない支出で済んだとしても，選択された手段実施に伴う支出につき地
方自治法２条１４項，地方財政法４条１項の違反は生じないというべきである。
　　そこで，以上を前提に，本件支出が地方自治法２条１４項，地方財政法４条１
項に違反するか否かを大分空港を発ち敦煌市を経て西安空港に着くまでの日程及び
昆明空港から大分空港までの帰国便の日程（以下「西安空港に着くまでの日程等」
という。）に対する部分と西安空港に着いて以降昆明空港から発つまでの日程（以
下「西安空港に着いて以降の日程」という。）に対する部分に分けて検討する。
(2)　西安空港に着くまでの日程等に対する部分について
ア　前記争いのない事実等(2)イ，証拠（甲３の１ないし９，４の３及び５，５の１
ないし１５，６の１及び２，丙４，７の３，９，１３，１５，２３，２６ないし２
８，３２，３３，３７の１及び２，証人Ｆ）及び弁論の全趣旨によれば，下記の事
実が認められる。
(ア)　臼杵市は，臼杵市総合計画基本計画において，国際交流についての基本方針
を策定し，姉妹都市，友好都市との都市間交流等の国際交流を積極的に推進してい
る。
　　臼杵市と敦煌市は，それぞれ臼杵石仏，莫高窟という石造文化を有しているこ
とが契機となって，平成６年９月２７日，臼杵市において，「日本国臼杵市と中華
人民共和国敦煌市との友好都市提携協定書」の調印を行った。敦煌市との友好都市
締結については，当時の臼杵市議会でもその是非が検討されたが，当時の臼杵市長
が，仏教文化という共通の文化的な背景を持った都市との友好都市締結が，臼杵市
及び臼杵磨崖仏のイメージアップにつながること，友好都市締結後は，相互の親善
訪問の他，共通の文化財を持っている立場から，その維持・保存・継承・管理とい
うような面で相互の情報交換，技術交換等を行うつもりである等と答弁した。
　　その後，臼杵市からは，平成７年１０月，平成１０年８月に，それぞれ，被告
らの主張する「市民の翼」方式の親善訪問団が敦煌市を訪問し，当該親善訪問団に
は，いずれも，臼杵市長が団長，臼杵市議会議長が副団長として参加した。敦煌市
側からは，平成８年４月から１年間，敦煌市人民政府員１名が臼杵市において友好
親善活動を行い，同年１０月には，敦煌市副市長外４０名が臼杵市を訪問したほ
か，平成１１年１２月，平成１２年８月２６日にも，それぞれ，訪問団や交流員が
臼杵市を訪れた。
(イ)　平成１２年１月１５日，敦煌市人民政府対外友好協会会長Ｎから，臼杵市長
である被告Ｃ宛に，敦煌市と臼杵市の友好をもう一歩深め，関係を密にするため，
敦煌市の中国国家旅行局が行う莫高窟発見百周年と敦煌学会創立百周年に，代表団
を引率して参加して欲しい旨の招へいがあったため，被告Ｃは，本件訪問団を組織
し，自らは団長となって敦煌市を訪問することとし，同年８月１１日付けで，臼杵
市議会議長である被告Ｄに対し，本件訪問団の副団長として参加して欲しい旨を依
頼した。



(ウ)　臼杵市議会は，同年９月２２日の本会議において，「敦煌親善訪問団員の派
遣」を議題とし，同議会議長である被告Ｄにおいて，臼杵市と敦煌市が仏教文化遺
跡の取り持つ縁で友好都市締結をし，交流活動を進めており，本年も敦煌市親善訪
問を実施することに伴い，議員６名を派遣したいとして諮った結果，被告Ｄと参加
希望があった議員５名（Ｈ，Ｉ，Ｊ，Ｋ，Ｌ）の計６名を派遣することを賛成多数
で議決した。
(エ)　本件公式訪問団員らは，前記争いのない事実等(2)イ記載のとおりの日程で本
件出張を行った。詳細を付加すれば，９月２７日，被告Ｃは出発前の結団式におい
て参加者に対する挨拶をし，本件公式訪問団員らは，敦煌市において，敦煌市主催
の歓迎・交流会へ出席した。翌２８日，Ｇを除く本件公式訪問団員らの敦煌市人民
政府表敬訪問の際，被告Ｃは臼杵市長として挨拶をし，また，本件公式訪問団員ら
は，敦煌市幹部との懇談で，互いの市の概要や近況，問題点等について意見交換を
行った。同日，本件公式訪問団員らは，答礼夕食会に出席して，答礼の挨拶をする
等した。レールクルーズについては，日本とオランダとの交流が始まった４００周
年に当たる平成１２年（西暦２０００年）に，日蘭両国において記念事業が開催さ
れ，臼杵市においても，同年４月１９日に日蘭両国の皇太子臨席の下，記念式典が
実施されたことを受けて，本件訪問団が敦煌市に滞在する日と近接した日程で，同
記念事業の一環として企画されたレールクルーズが敦煌市を来訪するものであった
ことから，この機会を利用してオランダとの交流を深めるため，被告Ｃがレールク
ルーズの歓迎行事に出席したものであった。
(オ)　本件公式訪問団員らの支出命令書の用務欄には，被告Ｃ，Ｆ及びＧ分につい
ては，「敦煌市親善訪問」，本件議員ら分及びＭ分については，「敦煌市親善訪問
『臼杵市民の翼』」との記載がなされている。
イ　以上の認定事実によれば，本件出張は，敦煌市人民政府対外友好協会会長から
の訪問要請を受け，従前の交流の経緯もふまえて，臼杵市において，友好都市であ
る敦煌市との交流をより深めるため，市長及び市議会議員を派遣することとしたも
のであり，本件出張の目的は，被告Ｃについては，主として敦煌市との国際交流，
副次的にはオランダとの国際交流であり，本件議員らについては，敦煌市との国際
交流であったことが認められる。そして，上記Ｎからの訪問要請は臼杵市長である
被告Ｃ宛となっていること，過去２回行われた「市民の翼」方式の敦煌市親善訪問
団にも臼杵市長が団長，臼杵市議会議長が副団長として参加していたこと，過去，
敦煌市側が臼杵市を訪問した際にも，敦煌市副市長等の高官が訪れていることを考
え合わせれば，敦煌市及びオランダに対する社交的儀礼からしても，臼杵市から市
長，市議会議長という高官が赴くことは，合理的裁量の範囲内の行為として是認す
ることができるものというべきであり，また，住民の代表者である市議会議員を派
遣することも，合理的裁量の範囲内というべきである。
　　そして，国際交流事業として，具体的な政策協議を行うか，挨拶等の儀礼的行
為にとどめるかは，相手方との関係，訪問に至る経緯等を総合考慮の上，地方公共
団体がその裁量によって決すべき事項であり，政策協議等が行われなかったからと
いって，当該交流事業が裁量権逸脱又は濫用により違法と評価されるものではな
い。
　　よって，本件支出中西安空港に着くまでの日程等に対する部分は，その内容・
額，上記本件出張の主目的及び副次的目的，本件出張に至る経緯並びに前記認定の
日程をも総合考慮すれば，これが著しく妥当性を欠いており，裁量権を逸脱又は濫
用したものとはいえず，この部分に対する支出は，地方自治法２条１４項，地方財
政法４条１項に違反するとはいえない（なお，敦煌空港から西安空港までの航空運
賃及び昆明空港から大分空港までの航空運賃の支出は，本件出張自体が適法である
以上，帰途に必要なものであるので，上記各法条に違反しない。）。
(3)　西安空港に着いて以降の日程に対する部分について
ア　前記争いのない事実等(2)イ，証拠（甲４の２及び３，５の２，６の１ないし
３，７，丙２６，２８，証人Ｆ）によれば，９月２８日の答礼夕食会の席上，被告
Ｃは，「団長はこれまでです。これからは一般の旅行者と一緒になります。」と挨
拶していたこと，本件出張の西安空港に着いて以降の日程（西安市内観光，七星公
園の見学，漓江下りの船への乗船，博覧園，昆明博物館，石林見学等）において，
訪問都市の担当職員から観光行政の施策等についての説明を受ける等，臼杵市と訪
問都市との間での連携・協力関係の形成に役立つような交流は行われておらず，同
日以降の日程は，臼杵市民の翼として参加を呼び掛けた一般市民に対し，本件訪問
団参加の魅力を高めるために企画された観光コースにすぎないものであることが認



められる。
　　以上の認定事実と前項の認定事実を総合すれば，本件出張の日程のうち西安空
港に着いて以降の日程は，臼杵市と敦煌市ないしオランダとの国際交流という主な
いし副次的目的との関連性がなく，その内容からみても，もっぱら観光を目的とす
るものであって，公務のための旅行というような性質を有するものとは認め難いも
のであるから，本件出張をなす旨の被告Ｃの決定及び本件議員らを本件出張に派遣
する旨の臼杵市議会の決定は，西安空港に着いて以降の日程部分については，裁量
権を逸脱又は濫用した違法がある。
イ　なお，上記の点について，被告らは，臼杵市においては，観光開発は極めて重
要な将来性のある産業であって，観光は市の重要政策であるから，友好都市である
敦煌市訪問の機会に，出来うる限り参考となる都市を見学することは，経済的かつ
有益であり，本件公式訪問団員らは，訪問した他の都市の状況を視察し，臼杵市の
観光行政に反映させる目的をも有していたと主張する。
　　しかしながら，かかる主張は，本件出張目的の中に，敦煌市親善訪問以外に，
西安市，桂林市，昆明市の観光施設を視察する目的があったことが前提となるもの
であるところ，上記各都市の観光施設を視察する必要性について検討がなされたこ
とを窺わせる証拠はなく，かえって，前記ア認定のとおり，上記各都市の観光は臼
杵市民の翼への参加を呼び掛けた一般市民に対し，本件訪問団参加の魅力を高める
ために企画されたものであるし，前記(2)ア認定事実（支出命令書の用務欄の記載及
び本件出張の態様）に照らしても，本件出張に上記各都市の視察目的が含まれてい
たものとは認められない。
ウ　また，被告らは，被告Ｃは，本件訪問団の団長として参加したのであるから，
その立場上，本件訪問団に参加した市民らと行動を共にする必要があった旨主張す
る。
　　しかし，証拠（甲５の２，証人Ｆ）及び前記争いのない事実等(2)を総合すれ
ば，本件訪問団は，一般市民に対しては，「敦煌市親善訪問団員募集」を呼びかけ
つつ，旅程としては，「敦煌市親善訪問と西安・桂林・昆明の旅」として，親善訪
問部分とその他の観光部分に分けた紹介をしていること，そして，本件訪問団に参
加した一般市民は，この西安・桂林・昆明の観光コースに代えて，三峡下りの観光
コースやシルクロードの観光コースも選択できたこと，実際に行われた旅程を見て
も，敦煌市における行事には，一般市民が参加する形での地方都市間の国際交流行
事（敦煌市主催の歓迎・交流会，訪問団主催の答礼夕食会等）が存在するものの，
西安市，桂林市，昆明市においては，観光以外の日程はなかったこと，うち１０月
３日のスケジュールはいわゆるフリータイムになっており，一般市民の訪問団員ら
も，本件公式訪問団員らも，団体として行動したものではないことが認められる。
これらの事実を総合すれば，被告Ｃが本件訪問団の団長として参加したことから，
一般市民である訪問団員らと行動を共にすべきであったのは，敦煌市における日程
部分のみであったと認められ，それ以降の日程について，一般市民と行
動を共にする必要があったものとは認められない。
エ　よって，本件出張の西安空港に着いて以降の日程については，公務性は認めら
れず，同日程部分についての本件支出は，地方自治法２条１４項，地方財政法４条
１項に違反し，違法となる。
２　随行職員（Ｆ，Ｇ及びＭ）及び本件土産品代への本件支出の適法性（争点(2)）
について
(1)　前記争いのない事実等(2)ア認定のとおり，Ｆ，Ｇ及びＭは，それぞれ，被告
Ｃ及び本件議員らの随行員として本件出張を行ったものであるところ，前記１認定
のとおり，西安空港に着くまでの日程等については，被告Ｃ及び本件議員らの本件
出張は公務としての適格性を有すると認められ，被告Ｃ及び本件議員らの地位の重
要性並びに臼杵市及び同市議会との連絡体制確保の要請等に鑑みれば，市長部局及
び市議会それぞれに対し各１名の随行員を同行する必要性もあったと認められる。
　　しかしながら，西安空港に着いて以降の日程部分については，被告Ｃ及び本件
議員らの公務性が認められず違法と認められるものであるから，随行員について
も，同日程部分についての本件支出は違法となる。
　　また，被告Ｃの随行員としては，前記争いのない事実等(2)ア認定のとおり，Ｆ
及びＧが同行したものであるが，被告Ｃ１名に対し，何故２名の随行員が必要であ
ったかについて，証拠（証人Ｆ）によれば，臼杵市からの連絡があった場合にはす
ぐに被告Ｃに連絡が取れるように，ＦかＧのどちらかが国際携帯電話を携帯してい
た事実は認められるが，当該事実のみによっては，２名の随行員が必要であったこ



とを認めることはできず，他にかかる必要性を認めるに足りる証拠はない。よっ
て，被告Ｃの随行員としてはＦ１名で足りたものと認められる。
　　以上によれば，Ｆ及びＭの旅費日当のうち西安空港に着いて以降の日程部分並
びにＧ分の旅費日当の支出は違法となる。
(2)　なお，被告らは，Ｆ及びＧの本件出張は同人らの研修目的を兼ねていた旨主張
し，証人Ｆは，同主張に沿う証言をする。
　　しかしながら，証拠（証人Ｆ）によれば，Ｆ及びＧの旅行命令簿，復命書等の
書面上には，研修目的の記載はないことが認められるし，Ｆ及びＧに職員研修を行
わせること及びその研修内容を検討したこと並びにＧが職員研修の報告書を提出し
たことを窺わせるに足りる証拠はなく，証拠（甲３，８ないし１０（各枝番を含
む。），丙３５）及び弁論の全趣旨によれば，Ｆ及びＧの旅費日当は，研修旅費も
支出することのできる「ふるさとづくり事業費」の支出項目から支出されている
が，職員研修の旅費日当は本来「研修旅費」の支出項目から支出されるものであ
り，「ふるさとづくり事業費」からは国際交流目的の旅費日当が支出され，現に本
件出張においても，被告Ｃの旅費日当は「ふるさとづくり事業費」から支出されて
いるし，Ｆは既に約１年前の平成１１年８月に「研修旅費」から支出された旅費日
当でもってオランダに海外出張を行っている（Ｆに対しこのように２年連続して海
外研修出張を行わせる必要性を認めるに足りる証拠はない。）ことが認められ，こ
れらに前記認定の同人らの支出命令書の用務欄の記載及び本件出張の態様を総合す
れば，証人Ｆの上記証言部分を信用することはできず，他にＦ及びＧの本件
出張が研修目的を有していたことを認めるに足りる証拠もない。
(3)　本件土産品代の支出について
　　前記１判示のとおり，本件出張自体が適法である以上，敦煌市への土産品の持
参は，当該土産品の額が社会通念上相当の範囲と認められる限り，違法とは認めら
れない。そして，証拠（甲５の１６及び１７）によれば，敦煌市への土産品は，単
価５０００円の電卓・ペンセット３組であることが認められ，その額に照らし，社
会通念上相当の範囲と認められる。
　　よって，本件土産品代の支出は，地方自治法２条１４項，地方財政法４条１項
に違反しない。
３　臼杵市の損害について
　　前記争いのない事実等(3)，証拠（甲３の１ないし６，甲５の４，５，１０ない
し１３）及び調査嘱託の結果によれば，被告Ｃ，Ｆ，被告Ｄ及びＭの西安空港に着
いて以降の日程に要した支出は以下のとおりであり，Ｇの本件出
    張に要した支出は２８万７６００円であると認められる。                
     │       │西安空港に着いて│９月２９日(被告Ｃは同│               │
     │       │以降の移動や宿泊│月３０日)から１０月３│小　計         │
     │       │等に要した費用  │日までの日当         │               │
     │被告Ｃ │８万２０００円  │２万０４００円      │１０万２４００円│
     │Ｆ     │７万２０００円  │１万９０００円      │  ９万１０００円│
     │  合計 │                │                    │１９万３４００円│
     │被告Ｄ │７万２０００円  │２万５５００円      │  ９万７５００円│
     │Ｍ     │７万２０００円  │１万９０００円      │  ９万１０００円│
     │合計   │                │                    │１８万８５００円│
　　なお，前記争いのない事実等(3)，証拠（甲５の６ないし９，１４，１５）及び
調査嘱託の結果によれば，被告Ｄを除く本件議員ら（Ｈ，Ｉ，Ｊ，Ｋ，Ｌ）の各人
に対する支出のうち，上記判示に照らし適法とされる部分に対する支出は，議員１
人当たり２０万３４００円と認められるところ，同人らに対する支出は，それを下
回る，議員１人当あたり１３万円であったものであるから，本件支出(2)のうち同人
らの旅費日当に相当する分は，地方自治法２条１４項，地方財政法４条１項に反せ
ず，臼杵市の損害とはならない。
　　よって，本件支出(1)のうち４８万１０００円，本件支出(2)のうち１８万８５
００円が，地方自治法２条１４項，地方財政法４条１項に反し，違法であり，上記
違法な支出が臼杵市の損害となる。
　　なお，被告らは，敦煌市訪問後，本件公式訪問団員らが本件訪問団を離団して
単独で帰国したら，その旅費は本件支出よりも高額になると主張するが，パック旅
行を利用したり，団体旅行に参加して，その一部の日程が公務に当たり，残部の日
程が私用に当たる場合は，その公務に当たる日程部分に限って旅費等が支給される
ことになるので，本件においても，本件出張の日程中，公務性が認められる部分と



これが認められない部分とを峻別して判断すれば足りるのであり，被告らの上記主
張を採用することはできない。
４　被告らの責任（争点(3)）について
　　そこで，以下，上記違法な支出についての被告らの責任について検討する。
(1)  被告Ｃの責任について
　　前記１(2)認定事実，証拠（甲３の１及び２）及び弁論の全趣旨によれば，被告
Ｃは，敦煌市人民政府対外友好協会会長からの訪問要請を受け，本件訪問団を組織
し，自らは団長となって敦煌市を訪問したものであって，そのような経緯からは，
被告Ｃは，本件出張の主目的が敦煌市親善訪問であることを知悉していたこと，し
かし，それにもかかわらず，被告Ｃの押印した被告Ｃ自身の支出命令書（請求書）
の宿泊地欄に，本件出張の目的地とは関連のない「西安，桂林，昆明」との記載が
なされていたこと，及び被告Ｃは，自身が本件出張をなすに当たって，秘書役の随
行員２名が同道することも知っていたことが認められる。
　　そうすると，被告Ｃは，自身が旅費日当を請求するに当たり，被告Ｃ及びＦ分
について，本件出張のうち西安空港に着いて以降の日程部分について公務性がない
こと，及びＧの随行については必要性が認められないことを認識し得たものである
から，当該部分について，自らの旅費日当については，部分的に請求を控えるとと
もに，専決による支出命令権者に対し，本件支出(1)のうち当該部分に関する支出を
行わないように指揮監督すべきであったというべきである。しかし，それにもかか
わらず，被告Ｃはそのような指揮監督上の注意義務を怠ったものであり，少なくと
も過失があったものと認められるから，被告Ｃは，臼杵市に対し，前記３に認定し
た４８万１０００円の損害賠償責任を負うこととなる。
(2)  被告Ｄの責任について
　　前記争いのない事実等(3)及び証拠（甲５の４，５及び１２）によれば，被告Ｄ
は，臼杵市に対し，本件出張にかかる旅費日当の請求をなし，請求に係る旅費日当
の交付を受けたものであることが認められる。そして，本件出張が，西安空港に着
いて以降の日程部分について公務性が認められないことは前判示のとおりである
が，前記各認定事実及び弁論の全趣旨を総合すれば，被告Ｄは，前記認定の本件出
張の目的・日程等について請求前から知悉していたと認められるから，上記部分の
日程の旅費を請求することが違法であることについても知り得たものであり，故意
又は少なくとも過失によって，臼杵市に対し，前記３に認定した違法部分にかかる
同被告の旅費日当相当額９万７５００円の損害を与えたことが認められる。
　　また，Ｍに対する旅行命令は被告Ｄが行ったところ，前記１(3)で判示したとこ
ろによれば，本件出張に関しＭに発せられた旅行命令は，西安空港に着いて以降の
日程部分については，裁量権を逸脱，濫用し違法であり，かつ，前判示のとおり，
被告Ｄは，前記認定の本件出張の目的・日程等について請求前から知悉していたと
認められるから，故意又は少なくとも過失によって，上記部分の日程に関する部分
については違法な旅行命令を発令し，臼杵市に対し，前記３に認定した違法部分に
かかるＭの旅費日当相当額９万１０００円の損害を与えたことが認められる。
　　以上によれば，被告Ｄは，臼杵市に対し，１８万８５００円の損害賠償責任を
負うこととなる。
(3)  被告Ｅの責任について
　　前判示のとおり，被告Ｄ及びＭの本件出張は，西安空港に着いて以降の日程部
分については公務性が認められず，本件出張の目的達成のための手段として合理的
な裁量の範囲を逸脱するものであり，このような出張を決定した臼杵市議会の議決
及びＭに対する旅行命令は，上記部分については著しく合理性を欠き，そのためこ
れに予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵が存するというべきであり，
したがって，これらに基づく旅費の請求があった場合，これに対する支出をなす権
限を有する者は，上記部分の支出を阻止すべき義務があったというべきである。
　　そうすると，前記争いのない事実等(3)によれば，被告Ｅは，臼杵市議会事務局
長として，本件支出(2)にかかる被告Ｄ及びＭ分の支出命令（以下「本件支出命令」
という。）をなしたものであるから，同被告については，地方自治法２４２条の２
第１項４号前段に基づく損害賠償責任が問題となる。ただ，いわゆる予算執行職員
に対し，同号前段に基づく賠償責任を問い得るのは，当該職員が支出負担行為又は
支出命令をするにつき故意又は重大な過失があった場合に限られる（同法２４３条
の２第１項）。
　　これを本件についてみると，証拠（甲５の４，５，１０ないし１３）及び弁論
の全趣旨によれば，本件支出命令書の添付書類には，用務が「敦煌市親善訪問『臼



杵市民の翼』」，宿泊地が「敦煌，西安，桂林，昆明」と記載されていること，本
件支出命令は，本件議員らの本件訪問団参加が臼杵市議会の議決により決定された
ことを前提に発令されたことが認められ，上記のような情報のみから，西安空港に
着いて以降の日程部分について，本件支出の違法性を直ちに知り得る状態にあった
ものと認めることはできないから，被告Ｅには，本件支出命令をなすに際し，故意
又は重大な過失があったと認めることはできない。
　　よって，被告Ｅに対し，本件支出(2)のうち違法部分に係る支出命令をしたこと
についての責任を問うことはできないというべきである。
５　結論
　以上によれば，原告らの本訴請求のうち，被告Ｃに，臼杵市に対し，損害金４８
万１０００円及びこれに対する平成１３年４月１日（訴状送達の日の翌日）から支
払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金の支払を求める部分，被告Ｄ
に，臼杵市に対し，損害金１８万８５００円及びこれに対する同日（訴状送達の日
の翌日）から支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金の支払を求める
部分については，いずれも理由があるので，これを認容し，その余の請求は，いず
れも理由がないから，これを棄却することとし，訴訟費用の負担につき行訴法７
条，民訴法６１条，６４条，６５条１項を適用し，仮執行宣言については，相当で
ないからこれを付さないこととして，主文のとおり判決する。
（口頭弁論終結日　平成１４年１０月２１日）
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